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1. はじめに 

 コンクリート構造物の力学特性を把握する際には，

弾性係数が一つの指標として用いられる。弾性係数

は，静弾性係数と動弾性係数に区別される。このう

ち動弾性係数は，JIS A 1127:2010「共鳴振動による

コンクリートの動弾性係数，動せん断弾性係数及び

動ポアソン比試験方法」で測定される一次共鳴振動

数によって求められる。この試験方法は，寸法・形

状が定められた円柱・角柱供試体あるいは構造物か

ら採取した円柱形のコアを対象にしているため，非

破壊試験として現地で構造物に直接適用することが

できない点が課題として挙げられる。 
そこで筆者らは，薄肉構造であるRC開水路を対

象として，現地非破壊試験で直接，一次共鳴振動数

の評価を行う手法に関する検討を行っており 1)，具

体的な評価手順・手法を示した評価フローの提案を

行っている 2)。 

 本報では，凍害劣化の生じた RC 開水路を対象と

して，提案した評価フローに則って評価を行った結

果を示す。凍害診断では，相対動弾性係数が評価指

標として一般的に用いられている。相対動弾性係数

は，一次共鳴振動数の二乗比から求まることから，

提案した評価フローは凍害診断の際にも活用するこ

とが可能である。そこで本報では，凍害劣化の生じ

た RC 開水路を対象とした場合の評価フローの適用

範囲についても検討を行った。 

2. 動弾性係数の評価式 

 筆者らが提案した動弾性係数の評価フローでは，

超音波法の表面走査法，共鳴振動法ならびに電磁波

レーダ法を適宜組合わせて測定を行い，その中で測

定項目や評価過程の違いから動弾性係数について 6

つの評価式を示している。ここでは本報で報告する

現地非破壊試験時に用いた3つの評価式を示す。な

お，フロー図については紙面の都合上割愛する。 
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 Ed：動弾性係数（N/mm2），Vm：超音波伝播速度

（km/s），ρo：コンクリートの密度（kg/m3），ν：ポ

アソン比，L：壁厚（m），f：一次共鳴振動数（Hz） 

 式（1）は緒方らによって提案された実験式である
3)。式（2）はポアソン比を考慮した理論式，式（3）

はポアソン比を無視した場合の一次元縦振動におけ

る理論式である。式（2）のポアソン比は一般的に用

いられる値である0.2とした。 

3. 現地試験概要 

 現地試験は，青森県内で供用されている RC 開水

路側壁を対象として行った。試験を行った区間は，

凍害による劣化が著しく進行しており天端からのス

ケーリングや長手方向に延びるひび割れおよびひび

割れ部のエフロレッセンスが多数確認された。凍害

劣化の外観上のグレードからは，状態Ⅳの劣化期に

あたる構造物であると評価できる。 

現地試験では，評価フローに則って測定を行い，

動弾性係数の評価を行った。現地試験は，目視によ

る評価から劣化程度の異なる3点を対象として行い，

その後，それぞれの箇所からコア供試体を採取して

室内試験を行った。室内試験の測定項目は，前記の

JIS 規格の試験法による動弾性係数と動ポアソン比

および JIS A 1149:2010「コンクリートの静弾性係数

試験方法」によって測定されるひずみから算出する

ポアソン比である。 

4. 評価結果と考察 

 現地試験と室内試験から得られた結果を表－1 に

示す。各評価式から求めた動弾性係数は，室内試験

で求めた動弾性係数と比較して，全体的に小さい値

を示しており，適切に弾性係数を評価しているとは
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言えない結果となった。特にNo.3についてこの傾向

が顕著であった。 

ここで，ポアソン比に着目すると，No.1，3 につ

いては極めて小さい値となり，適切にポアソン比の

評価が行えていないことがわかる。コア供試体No.3

の側面の状態を写真－1 に示す。写真からは，層状

ひび割れが表面から背面まで多数確認される。この

状態のコア供試体で載荷試験を行うと，層状ひび割

れとして空隙になっている箇所が圧縮されることで

縦ひずみが大きくなる。ポアソン比の算定式では分

母に縦ひずみが入ることから，分母が大きくなるこ

とでポアソン比が小さく評価されたと言える。 

また，No.3の動ポアソン比に着目すると，値が大

きくなり，動ポアソン比の理論上の最大値である0.5

に近い値を示した。動ポアソン比が 0.5 以上となる

と，その構造物自体が弾性体として評価することが

できない。評価フローに含まれる測定項目である超

音波法と共鳴振動法は，共に弾性波を利用したもの

であるため，評価対象の構造物が弾性体として評価

できるか否かによって評価フローの利用が可能か否

かも判断されることとなる。 

また，緒方らの既往の研究では，相対動弾性係数

が低下すると動ポアソン比は大きくなる傾向を示す

ことが明らかとなっており，両者の関係は，次式に

よって表される 4)。 

20.48 .  （4）

νD：動ポアソン比，DM：相対動弾性係数（％） 

本試験でも No.3 においては同様な傾向が確認さ

れた。ここで，式（4）から逆算してNo.3 の相対動

弾性係数を求めると45％となり，凍結融解抵抗性の

一つの閾値である 85％5)を大きく下回ることが確認

された。 

これらの結果より，凍害劣化の進行により内部変

状として層状ひび割れが発生するような劣化の劣化

期・加速期にある状態では，提案した評価フローに

よって動弾性係数を評価することは不適当であると

言える。この評価フローを凍害診断に用いる場合は，

層状ひび割れの発生していない段階である，劣化の

潜伏期・進展期にあたる状態の構造物を対象とすべ

きであると言える。 

5. まとめ 

 凍害劣化の著しい構造物に対する動弾性係数の評

価フローによる試験結果からは精度のよい推定は行

えていないことが確認された。この結果は，凍害劣

化した構造物自体を弾性体として評価できるか否か

という点が影響していることが明らかとなった。こ

れより，提案している評価フローによる検討は，凍

害劣化の潜伏期・進展期に相当する状態の構造物ま

でが適用範囲であると言える。 
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表－1 試験結果一覧 

測点 
（供試体） 

No. 

現地試験 室内試験 

動弾性係数（N/mm2） 動弾性係数

（N/mm2） 
動ポアソン比 ポアソン比 

式（1） 式（2） 式（3） 

1 13.4 18.8 0.12 23.7 0.12 0.03 

2 15.8 21.7 0.30 33.2 0.30 0.17 

3 8.4 9.8 0.49 30.8 0.49 0.01 

写真－1 コア供試体No.3の側面の状態 

表面側

背面側
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